
（平成２６年９月１０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件



関東千葉厚生年金 事案 5580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、Ａ社本社

における申立期間の標準賞与額に係る記録を 17 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 19日 

 私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準賞与額の記録

が無い。申立期間に賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されていたので、

正しい記録に訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ銀行Ｃ支店から提出された申立人の預金元帳により、申立人は、申立期間

においてＡ社本社から賞与が支給されていたことが確認できる。 

 また、複数の元同僚が所持する賞与明細書から、いずれも賞与額に見合う厚

生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

 さらに、上記預金元帳の振込額から試算した申立人の社会保険料控除額等は、

Ｄ区から提出された申立人に係る平成 15 年の住民税賦課資料に記載されてい

る社会保険料控除額等とおおむね一致している。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記預金元帳の振込額及び上記住

民税賦課資料の社会保険料控除額から推認できる賞与額及び厚生年金保険料

控除額から、17万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は「不明。」と回答しており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

  

  

  

  

  



いと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5581 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、Ａ社にお

ける申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21年 12月 14日 

 私は、平成 21年 12月にＡ社から賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、その標準賞与額の記録が無い。申立期間に係る

賞与支給明細書を提出するので、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与支給明細書並びにＡ社から提出された回答書及

び賞与ファイルリストにより、申立人が申立期間において同社から賞与を支給

され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

 また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給明細書

において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、２万円とすること

が妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付していないことを

認めていることから、事業主は、申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5582 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 15年１月から同年４月までは 59万円、同年５月から 16年８月までは 50

万円、17 年７月及び同年８月は 53 万円、18 年 10 月から 19 年４月までは 56

万円、同年６月から同年８月までは 53万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年１月１日から 20年１月 1日まで 

  私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 15年１月から 19年 12月ま

での標準報酬月額が、実際の給与支給額に比べて低い標準報酬月額になって

いる。給与振込額が記載された通帳を提出するので、調査の上、正しい標準

報酬月額に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、平成 15年１月１日から 16年９月１日までの

期間、17年７月１日から同年９月１日までの期間、18年 10月１日から 19年

５月１日までの期間及び同年６月１日から同年９月１日までの期間に係る標

準報酬月額については、Ａ社の破産管財人から提出された給与台帳及び申立

人から提出された預金通帳により確認できる報酬月額又は保険料控除額から、

  



15年１月から同年４月までは59万円、同年５月から16年８月までは50万円、

17 年７月及び同年８月は 53 万円、18 年 10 月から 19 年４月までは 56 万円、

同年６月から同年８月までは 53万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に見合う保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、「資料が無いため不明。」

としているが、上記給与台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準

報酬月額とオンライン記録により確認できる標準報酬月額が長期間にわたり

一致していないことから、事業主は、当該期間の標準報酬月額について、上

記給与台帳において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額

を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、上記訂正後の標

準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  一方、申立期間のうち、平成 16 年９月から 17 年６月まで、同年９月から

18 年９月まで、19 年５月及び同年９月から同年 12 月までの標準報酬月額に

ついては、上記給与台帳により、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のい

ずれか低い方の額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えないことから、

特例法に基づく保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5583 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る

記録を 40万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 13日 

  私は、平成 18年８月から 19年３月までＡ社に勤務した期間のうち、申立

期間の標準賞与額の記録が無いので、調査の上、標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された源泉徴収票、Ｂ銀行Ｃ支店から提出された申立人の預

金元帳及び複数の元同僚の給与（賞与）支給明細書により、申立人は、申立

期間にＡ社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの

標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間に係る標準賞与額については、上記預金元帳の振込額

及び複数の元同僚の給与支給明細書により確認できる賞与支給額及び厚生年

金保険料控除額の低い方の額である賞与支給額から 40万円とすることが妥当

である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立人に係る申立期間の

健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出

しておらず、保険料を納付していないことを認めていることから、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  

  

  



 

関東千葉厚生年金 事案 5584 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚

生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 45 年１月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月 31日から 45年１月１日まで 

 私は、昭和 43 年４月にＣ社（現在は、Ｄ社）に入社し、途中、Ａ社へ異

動になったが、その後、Ｃ社に戻っている。その期間中は継続して勤務し

ていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落して

いることは納得できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｄ健康保険組合から提出されたＣ社Ｅ支社に係る被保

険者名簿から判断すると、申立人は、同社の子会社であるＡ社及びＣ社Ｅ支社

に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、上記被保険者名簿において、申立人が申立期間直

後に健康保険被保険者となっているＣ社Ｅ支社における健康保険被保険者資

格取得日が昭和 45 年１月１日と記載されているとともに、当該名簿の転出入

先記号番号欄及び取得事由欄には、申立人が同社同支社と同じくＤ健康保険組

合の加入事業所であるＡ社からの転入により、Ｃ社Ｅ支社において被保険者資

格を取得した旨の記載が確認できることから、同日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円とすることが妥

当である。 

  

  

 



 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、当時の資料が無く不明と回答しているが、

事業主が厚生年金保険被保険者資格喪失日を昭和 45 年１月１日と届け出たに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを 44 年 12月 31日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を被保険者資格喪失日と届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5585 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を、平成 15年７月５日は 18 万円、同年 12月 20日は 16万円、

16年７月８日は 10万円、同年 12月４日及び 17年７月８日は 16万 6,000円、

同年 12月 10日は 25 万円、19年 12月７日は 30万円、20年７月４日は 25万

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月５日 

           ② 平成 15年 12月 20日 

           ③ 平成 16年７月８日 

           ④ 平成 16年 12月４日 

           ⑤ 平成 17年７月８日 

           ⑥ 平成 17年 12月 10日 

           ⑦ 平成 19年 12月７日 

           ⑧ 平成 20年７月４日 

  私がＡ社に勤務した期間において平成 15 年夏季賞与、同年冬季賞与、16

年夏季賞与、同年冬季賞与、17 年夏季賞与、同年冬季賞与、19 年冬季賞与

及び 20 年夏季賞与が支給されたが、私の年金記録には当該賞与に係る標準

賞与額の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたと思う

ので、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②、④、⑤、⑦及び⑧について、申立人から提出された当該期

間に係る賞与明細書並びにＡ社から提出された賞与支給一覧表及び回答書に

より、申立人は、当該期間において同社から賞与を支給され、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間③及び⑥について、申立人は賞与明細書を所持しておらず、  

 



 

Ａ社においても当該期間に係る賞与に関する資料は残っていないものの、Ｂ

市から提出された申立人に係る平成 17 年及び 18 年市県民税課税台帳による

と、各年の社会保険料控除額は、オンライン記録の標準報酬月額から推計さ

れる年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認できる。 

  さらに、複数の元同僚が所持する申立期間③及び⑥の賞与明細書において、

いずれも当該期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが確認で

きることから、申立人についても、当該期間においてＡ社から賞与を支給さ

れ、当該賞与に係る保険料を事業主により賞与から控除されていたものと認

められる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書及び賞与

支給一覧表において確認できる保険料控除額並びに上記市県民税課税台帳に

おいて推認できる厚生年金保険料控除額から、平成 15年７月５日は 18万円、

同年 12 月 20 日は 16 万円、16 年７月８日は 10 万円、同年 12 月４日及び 17

年７月８日は 16 万 6,000 円、同年 12 月 10 日は 25 万円、19 年 12 月７日は

30万円、20年７月４日は 25万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5586 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、

平成 17年７月 31日は 38万円、同年 12月 28日は 41万円とすることが必要で

ある。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 31日 

          ② 平成 17年 12月 28日 

私がＡ社において、平成 17年７月及び同年 12月に支給された賞与につい

て、私の年金記録には当該標準賞与額の記録が無いので、年金記録を訂正

してほしい。 

   

    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳（統括表）により、申立人が申立期間において、

同社から賞与を支給されたことが確認できる。 

   また、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書から、当該賞与に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる上、事業主は、申立人

についても、当該複数の元同僚と同様に申立期間に係る賞与から厚生年金保険

料を控除したことを認めており、当該保険料の控除額について回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 



 

   したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の事業主が回答した厚

生年金保険料控除額から、平成 17年７月 31 日は 38万円、同年 12 月 28日は

41万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5587 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①から⑧までの厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における当該期間の

標準賞与額に係る記録を、平成 15年７月５日及び同年 12月 20日は 18万円、

16年７月８日は９万円、同年 12月４日は 13万 7,000円、17年７月８日は 14

万 7,000円、同年 12月 10日は 18万円、19年 12月７日は 25万円、20年７月

４日は 18万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月５日 

           ② 平成 15年 12月 20日 

           ③ 平成 16年７月８日 

           ④ 平成 16年 12月４日 

           ⑤ 平成 17年７月８日 

           ⑥ 平成 17年 12月 10日 

           ⑦ 平成 19年 12月７日 

           ⑧ 平成 20年７月４日 

           ⑨ 平成 22年８月３日 

           ⑩ 平成 22年８月 31日から同年９月１日まで 

  私がＡ社に勤務した期間において平成 15 年夏季賞与、同年冬季賞与、16

年夏季賞与、同年冬季賞与、17年夏季賞与、同年冬季賞与、19年冬季賞与、

20年夏季賞与及び 22年夏季賞与が支給されたが、私の年金記録には当該賞

与に係る標準賞与額の記録が無い。当該賞与から支給額に対応した厚生年金

保険料が控除されていたと思うので、調査の上、標準賞与額を訂正してほし

い。 

  また、同社における私の厚生年金保険被保険者資格喪失日が平成 22 年８

月 31 日となっており、同年８月が被保険者期間となっていないことは納得

できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①から⑧について、申立人から提出された当該期間に係る賞与明

細書並びにＡ社から提出された賞与支給一覧表及び回答書により、申立人

は当該期間において同社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の給付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、当該期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書及び賞

与支給一覧表において確認できる保険料控除額から、平成 15年７月５日及

び同年 12月 20日は 18万円、16年７月８日は９万円、同年 12月４日は 13

万 7,000 円、17 年７月８日は 14 万 7,000 円、同年 12 月 10 日は 18 万円、

19年 12月７日 25万円、20年７月４日は 18万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、当該期間に係

る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付

していないことを認めていることから、事業主は、申立人に係る当該期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

 

  ２ 申立期間⑩について、申立人は、「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失届及び雇用保険被保険者離職票を見ると、資格喪失日及び離職日が改ざ

んされている。」と述べ、当該各日付は書き替えられたものであることから、

厚生年金保険被保険者の資格喪失日を同年９月１日に訂正するよう申し立

てている。 

  しかし、当該期間における申立人の勤務実態について、Ａ社は、「勤務実

態無し。」と回答している上、申立人も「平成 22年８月 31日は出勤してい

ない。」と述べている。 

  また、申立人から提出された上記の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失届の写しにより、Ａ社において、平成 22 年８月 31 日に被保険者資格を

喪失した者は申立人を含めて５人確認できるところ、当該資格喪失届の備

考欄には、「８／30まで勤務」と記載されている上、雇用保険の加入記録に

おいて、当該５人の同社における雇用保険被保険者の離職日は同年８月 30

日であることが確認できること、及び上述のとおり申立期間⑩における申

立人の勤務実態は同年８月 30日までであったことを考え合わせると、当該

資格喪失届は、申立人の勤務実態に基づき作成されたことがうかがえる。 

  さらに、Ａ社から提出された申立人に係る平成 22 年８月の給与明細書に

より、１か月分の厚生年金保険料が控除されていることが確認できるとこ

ろ、保険料の控除方法について、同社は、「翌月控除である。」と回答して

  

  

  

 



 

いることから、当該給与明細書に記載された保険料は同年７月の保険料で

あり、申立人は申立期間⑩に係る保険料を給与から控除されていないこと

が確認できる。 

 このほか、申立人の申立期間⑩における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間⑩に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

   

 

  ３ 申立期間⑨について、申立人から提出された当該期間に係る賞与明細書に

より、申立人は当該期間においてＡ社から賞与を支給され、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

  しかし、上述のとおり、申立人は、平成 22年８月 31日にＡ社における厚

生年金保険被保険者の資格を喪失している。 

  また、厚生年金保険法第 19条第１項において、「被保険者期間を計算する

場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格

を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、同法第 81 条

第２項において、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、

徴収するものとする。」と規定されている。 

  これらを総合的に判断すると、平成 22 年８月は、申立人がＡ社において

厚生年金保険被保険者とならない期間であり、当該期間に支給された賞与

については、厚生年金保険料の徴収の対象とはならないことから、申立人

の当該期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

  

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5588 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を、平成 15年７月５日は 85 万円、同年 12月 20日は 75万円、

16 年７月８日は 50 万円、同年 12 月４日は 68 万 3,000 円、17 年７月８日は

63 万 4,000 円、同年 12 月 10 日は 72 万円、19 年 12 月７日は 85 万円、20 年

７月４日は 80万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月５日 

           ② 平成 15年 12月 20日 

           ③ 平成 16年７月８日 

           ④ 平成 16年 12月４日 

           ⑤ 平成 17年７月８日 

           ⑥ 平成 17年 12月 10日 

           ⑦ 平成 19年 12月７日 

           ⑧ 平成 20年７月４日 

  私がＡ社に勤務した期間において平成 15 年夏季賞与、同年冬季賞与、16

年夏季賞与、同年冬季賞与、17 年夏季賞与、同年冬季賞与、19 年冬季賞与

及び 20 年夏季賞与が支給され、当該賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるが、私の年金記録には当該賞与に係る標準賞与額の記録が無い。当該賞

与から支給額に対応した保険料が控除されていたと思うので、調査の上、標

準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された申立期間に係る賞与明細書並びにＡ社から提出され

た賞与支給一覧表及び回答書により、申立人は、申立期間において同社から

賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

 



 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書及び賞与

支給一覧表において確認できる保険料控除額から、平成 15 年７月５日は 85

万円、同年 12月 20日は 75万円、16年７月８日は 50万円、同年 12月４日は

68 万 3,000 円、17 年７月８日は 63 万 4,000 円、同年 12 月 10 日は 72 万円、

19年 12月７日は 85万円、20年７月４日は 80万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5589 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19年 12月７日は

18 万円、20 年７月４日は 15 万円、21 年 12 月 11 日は７万円とすることが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年 12月７日 

           ② 平成 20年７月４日 

           ③ 平成 21年 12月 11日 

  私がＡ社に勤務した期間において平成 19年冬季賞与、20年夏季賞与及び

21 年冬季賞与が支給されたが、私の年金記録には当該賞与に係る標準賞与

額の記録が無い。当該賞与から支給額に対応した厚生年金保険料が控除され

ていたと思うので、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書並びにＡ社から提出された賞与支給一覧

表及び回答書により、申立人は、平成 19年 12月７日に 18万円、20年７月４

日に 15万円、21年 12月 11日に７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料を納付してい

ないこと認めていることから、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 



 

関東千葉国民年金 事案 4651（事案 3235、3661、4124、4317、4447、4508及び 4602

の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年４月から 14年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年４月から 14年１月まで 

 私は、社会保険事務所（当時）から申立期間の国民年金保険料の納付を電

話で促され、私の母が未納となっていた全ての期間の保険料を納付したはず

であり、申立期間の保険料の納付を認めないとする前回までの審議結果に納

得できない。今回独自に解決策を提案したので、それに基づいて再調査して

ほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人及びその母は、国民年金保険

料をまとめて納付したのは１回だけであると申述しているところ、オンライン

記録によると、申立期間直前の平成 10年 10月から 12年３月までの保険料（合

計金額 23万 9,400円）を同年８月 25日に一括して過年度納付したことが確認

できることから、申立人及びその母の一括納付に関する記憶は、当該期間に関

するものである可能性が考えられること、ⅱ）オンライン記録によると、申立

期間直後の 14年２月及び同年３月分の保険料を 16年３月 22日に過年度納付

していることが確認でき、この時点では、申立期間の保険料は時効により納付

できないこと、ⅲ）申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料及び

周辺事情が見当たらないことなどを理由に、既に年金記録確認千葉地方第三者

委員会（当時）の決定に基づき、23年２月２日、同年７月６日、24年２月 29

日、同年７月 25日及び 25年２月 20日付けで年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

 また、前々回の申立てにおいて、申立人から、申立期間に係る国民年金保険

料納付の状況については申立人の弟が記憶しているとする書面が提出された

  

 



 

ため、申立人の弟に対し照会したが、申立人の弟からは申立期間に係る保険料

の納付時期を推認できる具体的な回答は得られない上、申立期間の保険料の納

付時期、納付と納付の間隔、納付金額及び納付した者等について、改めて申立

人及び申立人の母に聴取したが、これまでの決定を変更すべき新たな証言及び

周辺事情は得られないことなどを理由に、既に当委員会の決定に基づき、平成

25 年９月４日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  さらに、前回の申立てにおいて、申立人は、申立人の弟が、平成 14 年１月

頃に申立期間の国民年金保険料を納付したことを母から聞いたとする内容の

書面を提出していることから、申立人の弟に対し、母から聞いたとする申立期

間の保険料納付の具体的な内容について照会したが、回答内容はこれまで申立

人及び申立人の母から聴取した内容とほぼ同様であり、このほかにこれまでの

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことなどを理由に、既に当委員会

の決定に基づき、平成 26 年４月２日付けで年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

  今回の再申立てにおいて、申立人は、「当時対応した可能性のある社会保険

事務所職員の全てに話を聞くこと、年金事務所の全ての資料をチェックし直す

こと。」を求めているが、申立内容からは当時対応した職員を特定することは

できず、聞き取り調査等を行うことができない上、上記申立内容を踏まえて、

申立人の母が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付したとするＡ年

金事務所に、平成 14年１月から 16年２月までの期間に保険料を事務所窓口で

収納した際の書類の有無について確認したところ、「当該期間における書類は

保存されていない。」と回答している。また、申立人からは申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる新たな資料及び情報は提出されず、そのほ

かに年金記録確認千葉地方第三者委員会及び当委員会のこれまでの決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

 

 

 



 

関東千葉国民年金 事案 4652 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から 61年３月まで 

  私は、昭和 56年 12月に仕事を辞める際、職場の人から、退職後は将来の

ために国民年金に加入するように言われ、国民年金保険料を前払した。その

後、国民年金第３号被保険者になったため、それまで納付していた保険料の

うち昭和 61年４月から 62年１月までの保険料は、同年３月 17 日に銀行振

込により返金された。 

  返金された期間以前の保険料も納付していたはずであり、申立期間の保険

料が未納とされていることは納得できない。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 56 年 12 月に仕事を辞める際、職場の人から、退職後は将

来のために国民年金に加入するように言われ、国民年金保険料を前払した。」

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番

号払出簿により、昭和 61 年３月 25 日に社会保険事務所（当時）からＡ市に

払い出された手帳記号番号の一つであることが確認でき、申立人の手帳記号

番号の前後の被保険者の資格処理日の記録から、申立人の国民年金の加入手

続は同年９月頃に行われたものと推認されることから、加入手続の時期は、

申立人の主張と相違する。 

 また、申立人の国民年金被保険者の資格取得日は、当初、申立人が 20 歳に

到達した昭和 49年＊月＊日とされており、オンライン記録において、当該資

格取得日は 62年２月 12日付けで 61年４月１日に訂正され、申立期間は国民

年金の未加入期間となっていることが確認できることから、上述の申立人の

加入手続が行われたと推認される同年９月頃から当該訂正処理が行われた 62

年２月までの期間においては、申立期間は国民年金被保険者期間とされてい

  

 



 

たものの、加入手続の時点では申立期間の過半の国民年金保険料は時効によ

り納付することができなかったほか、一部期間の保険料は遡って過年度納付

することが可能であったが、申立人は保険料を前払したと主張しており、遡

って保険料を納付した状況はうかがえない。 

  さらに、オンラインシステムによる氏名検索の結果、申立人に別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  このほか、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿・確定申告書等）は無く、申立期間の保険料が納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5590 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 

            ② 平成 18年７月 

            ③ 平成 18年 12月 

            ④ 平成 19年７月 

            ⑤ 平成 19年 12月 

            ⑥ 平成 20年７月 

            ⑦ 平成 20年 12月 

            ⑧ 平成 21年７月 

            ⑨ 平成 21年 12月 

            ⑩ 平成 22年７月 

   私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準賞与額の記録

が無い。申立期間に賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されていたので、

正しい記録に訂正してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間に係る賞与明細書を保管していない上、当該期間に賞

与が振り込まれた銀行名及び口座番号は覚えていない。」と供述している。 

 また、閉鎖登記簿謄本によると、Ａ社は既に解散している上、当時の事業主

は死亡しており、当時取締役であった一人は、「資料はすべて廃棄してしまっ

た。」と回答していることから、申立人の申立期間に係る賞与の支給及び厚生

年金保険料の控除について確認できない。 

 このほか、申立期間について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5591（事案 3504及び 5477の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 21日から 62年４月１日まで 

 私の手元に、支給日や支給項目は定かではないが、夫が所持していたＡ事

業所の給与明細書が残っている。それを見ると、本来の厚生年金保険料に比

べて、多くの保険料が控除されていると思うので、保険料控除額に見合う標

準報酬月額にしてほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについて、ⅰ）Ａ事業所は、申立人の申立期間当時の

関連資料について、「残っている資料は無い。」と回答しており、申立人の厚生

年金保険料の控除について確認できないこと、ⅱ）申立人から提出された昭和

53 年分の源泉徴収票における社会保険料の金額は、オンライン記録による標

準報酬月額に基づき試算した社会保険料の合計額とほぼ一致すること、ⅲ）申

立人がＢ事業所に入社した昭和 46 年６月から同社が適用事業所でなくなった

53年１月までの間の標準報酬月額は、８万 6,000円から 30万円と上昇傾向に

あり、不自然さは認められない上、Ｃ社に入社した同年１月の被保険者資格取

得時の標準報酬月額は 30 万円であり、同年９月以降、Ａ事業所において資格

喪失した 62年４月１日までの標準報酬額は、当時の最高等級（53 年９月以降

32万円、55年 10月以降 41万円、60年 10月以降 47万円）で推移しているこ

と、ⅳ）申立人から提出された支給年月日及び支給項目が不明の給与明細書に

ついては、支給項目の相関関係から判断して報酬月額と考えられる額が 34 万

円を超えていることから、申立人の標準報酬月額が当時の最高等級になった昭

和 53 年９月以降のものであると考えられることなどから、既に年金記録確認



千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 23年５月 18日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   次に、申立人は、当初の申立ての際に提出した給与明細書の各控除に係る項

目に関して、社会保険労務士と相談し、回答を得たとして申立てを行ったが、

当該回答からは、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できないことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 26 年

５月 28日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、新たに賞与明細書を提出して再申立てを

行っているところ、当該賞与明細書に申立人が記入したと思われる控除項目を

基に、これまでに提出された給与明細書を検証したが、申立人の給与から、オ

ンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料より高い保険料が控除

されていたとは認められない。 

 このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたことをうかがわせる資料等は提出されず、ほかに年金記録確

認千葉地方第三者委員会及び当委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5592 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月１日から同年 10月１日まで 

   私は、Ａ事業所に在籍中、昭和 57年４月１日から同年９月 30日までＢ事

業所（現在は、Ｃ法人）に非常勤として勤務したが、私の年金記録には申立

期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。申立期間は常勤職員と同じ業務内

容で勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたはずなので申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された人事記録には、申立人が申立期間においてＢ事業所

の非常勤職員となったことが記録されていること、並びに申立人が氏名を挙

げたＢ事業所の二人の元上司及び申立人と同様にＡ事業所に在籍し、Ｂ事業

所に勤務したとする複数の元同僚は、申立人がＢ事業所に勤務していたと供

述していることから、申立人が申立期間において同事業所に勤務していたこ

とは確認できる。 

 しかし、Ｃ法人は、「申立期間当時の資料が無いため、申立人の申立期間に

おける勤務実態、非常勤職員に対する厚生年金保険の適用の取扱い及び申立

人の厚生年金保険料の控除については不明である。」と回答している。 

 また、オンライン記録において、申立人と同様にＡ事業所に在籍し、Ｂ事業

所に研修で半年間勤務したとする６人の元同僚の厚生年金保険被保険者記録

には、各人が申述する勤務期間においてＢ事業所の被保険者記録は確認でき

ない。 

 さらに、上述のＢ事業所の元上司のうち一人及びＢ事業所に研修で半年間勤

務したとするＡ事業所の元同僚のうち一人は、「研修中は半年で異動すること

が決まっているため、厚生年金保険には加入していなかったと思う。」と供述

  

  

  

 



 

している。 

  加えて、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間

に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 




